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1.　はじめに

日本の産業技術はハイテク分野をはじめ

として、大半の製造業で世界の トップの座

を取り続けてきた。しかしながら、実態は

欧米のモノ真似であり、改良のみを行って

きたにすぎないとの批判が近年急増 してい

る。その打開策の一つとして国立理工系大

学にベンチャー ・ビジネス ・ラボラトリー

が出現 した。そこで、日本の産業の流れを

再考しながら、本学ベンチャー ・ラボラト

リーの実態を検証し、今後の課題を模索 し

た。

2.　江戸時代の社会1)2)

江戸時代の日本は17世 紀前 半に始まった

鎖国政策によ り、工業製品の輸入が止ま

り、自国内での自給 自足を余儀なくされ

た。その結果 として高度なリサイクル文

化が開花 した。まず、物作りは製品の頑

丈さを重要視 した。また、多くの行商人

が行き交い、その多 くは鋳掛け屋等の修

理業者および廃品回収業者であった。製

造業者および修理業者は高度な手先の技

術が要求され、 日本人の産業技術での基

盤となった。また廃品回収業者等の活動

により、極めてクリーンな社会が実現 し

た。当時はエネルギー源をすべて太陽エ

ネルギーに求めており、工業は農業、林

業、漁業とも連携した構造を成していた。

3.　明治維新以降

明治維新以後の日本は、欧米型産業技術

を急速に取 り入れ、第二次世界大戦後はア

メアメリカを手本としながら産業技術力を

高め発展してきたことは周知の事実である。

ただ、 このような発展は江戸時代における

手工業技術の上に成 り立ったものである。

にもかかわらず、明治期以後、 日本の旧来

の文化は軽視され続けてきた。

4.　現在の 日本

上記の様に 日本は産業技術力を高め、世

界でも一二を争う高度な工業国家となった。

しかし、実態は外国のモノ真似ばか りであ

り、結果として近年知的所有権関係の争い

が欧米との間で頻発 している。また、お手

本であったアメリカの世界における優位性

が崩れ3)、 日本は自 ら進 むべ き道 を見 つ け

ることができない。

さらに若者に独創的な意欲が乏しく、精

神的な豊かさは大きく欠如している。
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5.　ベ ンチ ャー ・ビジ ネス ・ラボラ トリー

この よ うな混 沌 した 中で 、 日本 の理 工科

系の 国立大学 にベ ンチ ャー ・ビジ ネス ・ラ

ボラ トリーが 設立 された(表1)。 そ の設

立主 旨等 は各 大学 に よって 異 なるが、 こ こ

では主 な特徴 を以下三点挙 げる。

(1)　文 部省 の"大 学 院を中心とした独 創 的研 究

開発推進経費"に より、全国21の 国立大学 に

設置

(2)　我が 国 におけ る将来の 産業 基盤 を支 え る

理工科系学生のための新 しい施設。

(3)　各ラボラトリーは独自のプロジェクトを推進

しているが、多 くが電気 ・情報系である。

表1.　 各 大 学 のベ ンチ ャー ・ラ ボ ラ トリー

大 学 名 研究開発プロジェク ト名

北 海 道 知識マルチメディア基盤技術の開発

東 北 セ ンサ ・マ イクロマ シンの研究開発

筑 波 超高機能ナノ構造新素材の創成と評価

群 馬 ア ドバ ンス ト ・マ イクロデバ イスの研究開発

東 京 インテ リジェ ン ト ・モデ リングに よる人工物工学の研究

東 京 工 業 マ ルチ メデ ィアに よる環境 及び コミュニケーシ ョンシステムの構築 に関す る研究

電 気 通 信 光 ・電子デバイス、ロボテ ィックス、情報 を中心とした新産業創造基盤技術研究

東 京 農 工 イ ンテ リジ ェン ト ・マ イクロマシ ンシステムの 研 究 開 発

横 浜 国 立 エ コテ クノロジー ・システムの研究

名 古 屋 高次機能ナノプロセス技術 に関する研究

岐 阜 バーチャルリアイリテ ィによる三次元仮想空間の構築 とその応用に関す る研究

京 都 先進電子材料開発VBLプ ログラム

京 都 工 繊 昆虫機能を基盤とする生産物質の有効利用

大 阪 光機能材料の創製 とフォトニクス情報システムへの展開

神 戸 フ ォ トニ ク ス ・マ テ リ アル ・ラボ ラ トリー

徳 島 窒 化物 フ ォ トニ クス半導体 ラボラ トリー

岡 山 インテリジェン ト材料の創製に関する組織化分子工学ラボラ トリー

広 島 超高速電子 ビーム技術 とそれを応用した高機能材料創成技術の教育研究

山 口 次世代電子材料開発 ・高次センシング技術の開発

九 州 先端電子 ・電力デバイスの開発 とシステム化の研究

九 州 工 業 極限環境対応型機械の基盤技術に関する研究開発
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6.　京都工 芸繊維 大学 ベ ンチ ャー ・ラボ ラ

トリー(図1)

さて、本学 の ベ ンチ ャー ・ラボ ラ トリー

には大 きな特 長 と して、 「従 来の徒 弟 制 度

を見直 し、審 査 に よって選 ば れた大学 院生

(ベ ンチ ャー ・ラ ボ ラ トリー参加 学生)主

体で の運営」 が定め られ ている。 この参加

学生 は本学 に在籍 す るすべ て の大学 院 生

が対 象 であ るが、 多 くの場合 、既存 の研

究室 とベ ンチ ャー ・ラボ ラ トリー と二 重

に所属 す るこ とにな る。 また、各 指導教

官 はベ ンチ ャー ・ラボ ラ トリーで は"支

援教 官"と 名 を変 える。

図1.　 京都工芸繊維大 学ベ ンチ ャー ・ラボ ラ トリー組織 図

7.　ベ ンチ ャー ・ラボ ラ トリー の問題点

こうして発足 した本 学 のベ ンチ ャー ・ラ

ボ ラ トリー で あ るが、 い くつ か問題 点 を抱

えて いる。そ れ を以下 に列挙す る。

(1)　「学生が 存在 して 活発な研 究 活動が 行

われ る」 とい う、本来 ある べ き姿 で

はな く、比較 的高価 な装置 の使用 の

み を目的 とす る、"機 器 セ ンター"

と化 して いる。
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(2)　支援教官 の多 くは 独 占欲が 強 く学生を登

録 させ て も手元か ら放そ うとしな い。

(3)　ベ ンチ ャー ・ビ ジネスはマ ネー ジメン ト

が重要 で あるが、 い わゆる"経 営 工学 分

野"は 全 く無視 され ている。

まず 、(1)と(2)に 関 して は、端的 に

言 えば 、"精 神的 貧 乏病 に由 来す る症 状"

で 、物 質的見 地 の みが先 行 し、心 にゆ と り

が な いためで ある と考 え られ る。

(3)の マネー ジメ ン トは単な る金儲 けで は

な く、社会全体 の運営 を対象 とす る。

8.　解決策

解決策は以下の三点と考えている。

(1)　装置等モ ノを主役とせず、 あくまでもヒ

トが主人公であることを徹底する。

(2)　複雑な機械は使 わず、簡単 な装置を自作

しなが ら、手先を鍛え、学生にはゼロか

らの出発を経験させる。

(3)　実際 にベンチャー企業を起 こした人を非

常勤教官に迎える。

9.　おわ りに

以 上よ り、か つて の 日本 に は産業 技術 の

み な らず 、エ コロ ジー を も範 疇 にいれた 、

レベル の高 い文化 が存在 した 。それ らを再

考(温 故知新 、水平 思考)し た上 で最先 端

の研 究 を行え ば、 日本独 特 の 優れた 成果 が

必ずや得 られよ う。そのためにも、ベンチャー

・ラボ ラ トリー も広 く一般 に開放 し
、 いわ

ゆる理 工系学 問の みな らず、 文系学 問 も取

り組 む必要が 出て こよ う。
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